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研究成果の概要（和文）：言語少数派の子どもに対し、地域のNPOと都内のある公立中学校が協働し、学習支援プロジ
ェクトを行った。具体的には、4年間に亘り延べ約50人の言語少数派の子ども達に対して、母語を活用した教科学習支
援を実施した。本研究ではその過程を記録し、連携のあり方を質的に分析した。両者は定期的なミーティングと毎回の
支援記録を通し、情報共有を行うだけではなく、課題整理、解決という一連のサイクルを共有した。これにより、子ど
もの学びに関する捉え方が多角的なものになり、学習支援を一任するという一方向的な連携から、主体的参画を前提と
した相補的な連携のあり方が可能となり、この連携が子どもの学びを支えていることが示された。

研究成果の概要（英文）：I implemented a learning support project for minor language speaking students as 
a representative of the non-profit organization, LAMP, collaborating with a public junior high school in 
Tokyo. This project has supported approximately fifty students for learning subjects in school curriculum 
for four years, where their native tongues have been utilized. This study examined the supporting process 
and analyzed how effectively the NPO and school could cooperate. They did not only share reports for the 
learning support to grasp what the students learned, but also engaged in facing issues and improving 
situations together. This cooperative way of the learning support enabled both of them to have 
multi-faced insight into the students and to be complementary, presuming proactive engagement each other. 
It is suggested that this sustain the students to learn contents of the subjects as well as the Japanese 
language, maintaining their mother tongue.

研究分野： 日本語教育
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
（１）社会的背景 
－言語少数派の子どもの受け入れ課題－ 
 グローバル化の進行に伴い、日本の公立学
校で学ぶ外国人児童生徒が増加している。彼
らは、日本語母語話者が圧倒的多数である環
境の中で生活し、学んでいる、日本語以外の 
言語を母語とする子ども（以下「言語少数派
の子ども」）である。 
 このような言語少数派の子どもは、発達段
階の途中で、それまで母語・母文化で培って
きたものから断ち切られ、母語の民族的活力
が低い社会に入っていくことで、認知的発達
の中断や、アイデンティティーや情意面の不
安定、また、母語と日本語の二言語不十分と
いった問題に直面するおそれがあり、健全な
発達が保障されているとは言い難いことが
指摘されている。これは、これまで言語少数
派の子どもの学びを考える際、基準とされて
きたのが日本語母語話者の子どもであり、欠
損部分を補うように日本語習得に特化した
施策や教育指導が展開されてきたことが、大
きな要因になっていると考えられる。学校環
境における言語少数派の子どもが珍しい存
在ではなくなった今日、子ども達の認知面・
情意面の継続的な発達を保障しながら、未知
の生態系へのダウンルートを支えていくこ
とは、どこの学校にも共通する喫緊の課題で
あり、そのための方法論の確立が必要だと言
える。 
 
（２）これまでの研究成果 
－生態学的支援システムの構築に向けて－ 
 上述の問題意識に立ち、本研究の代表者は
博士論文（佐藤 2010）にて、言語生態学（岡
崎 2006）の視座から、学校環境で言語少数
派の子どもの言語生態保全の手立てとなる
「生態学的支援システム」構築に向けた提言
を行った。具体的には、4 つの研究の結果か
ら、「①長期的展望のもと、②学校という環
境において、③学校教員と地域支援者が有機
的につながり、④教科学習をブリッジに母語
と日本語を同等に使うこと」が、言語少数派
の子どもの生態学的支援システムの一つと
なりうること、そして、その際の具体的な手
立てとしては「教科・母語・日本語相互育成
学習モデル」（岡崎 1997）に基づく学習が有
効であり、当該モデルは学校教員がそれまで
の教育指導を見直すオルタナティヴになる
こと、すなわち学校教員の指導観を従来の枠
組みからより発展的に変容させる可能性が
あることが示された。 
 しかし、佐藤（2010）では教員個人の意識
変容を示すに留まっている。今後、学校教育
が言語少数派の子どもの言語生態を保全す
る環境になるためには、長期的展望の下、個
人レベルの肯定的変容を、いかに教員集団レ
ベル、ひいては制度レベルに展開していくか
が課題として残されている。学校という環境
は、国の方針や施策の下におかれているため、

そこから離れ、教師集団レベルで従来の枠組
みを変えていくことは、並大抵のことではな
い。そこで鍵となるのが、国の施策から相対
的に自由な「地域」の存在である。つまり、
「地域」が「学校」と連携していくことが、
教員組織を発展的に変えていく一歩となる
可能性がある。 
 
２．研究の目的 
－学校と地域の連携モデルの提案－ 
 「地域」と「学校」の連携は、2004 年度
日本語教育学会春季大会におけるパネルセ
ッションにおいても、年少者日本語教育学の
課題として共有されている（川上・齋藤ほか
2004）。パネリストである川上は、近年の言
語少数派の子どもをめぐる諸問題に対して、
「学校や教師だけでなく、研究者や支援者と
の連携の中で教育実践を検討していくこと
が必要となる」と提言している。同じく齋藤
も、「現場の実践的課題の探求を目指し、学
校現場や地域の実践家、関連領域の専門家が
協働する、実践・研究コミュニティの形成が
模索されている」と、連携の必要性を指摘し
ている。しかしながら、その具体的な手立て
は明らかになっていない。 
 そこで、本研究では、言語少数派の子ども
をめぐる諸問題を解決し、言語生態を保全し
ていくために、佐藤（2010）の結果を踏まえ、
学校教員が地域などの外部の協力者と連携
して実践を行う。そして、両者がプロジェク
トを通して支援の計画や見直し、実施、評価
という過程を共有していくことの有効性を
検証し、具体的にその実践の手立てとなる、
汎用性や発展性のある連携モデルの構築を
行うことを目的とする。 
 言語少数派の子どもが抱える諸問題に対
し、地域と学校が連携することで可能となる
多様な解決方法が記述される。また、地域と
学校が連携した際の、実際の方法、さらに、
それぞれの役割や参加態度、葛藤、学び、ネ
ットワークの広がり等が記述される。これに
より、汎用性と発展性がある連携モデルが 
提案でき、年少者日本語教育学に 1 つの方法
論が構築される。 
 
３．研究の方法 
（１）全体の構成 
 地域と学校の連携モデルの構築にあたっ
ては、実践そのものの枠組みを修正しながら、 
【１】連携の実態調査による現状と課題の整
理→【２】課題解決に向けた取り組み→【３】
「地域・学校連携モデル」の構築という 3つ
の段階に沿って進める。 
 
（２）フィールドとデータ 
 本研究のフィールドは、東京都内で、言語
少数派の子ども達が通う公立中学校校であ
る。本研究ではそこに通う子どもへの学習支
援という実践を、中学校で日本語教室を運営
する教員と、地域ボランティア（NPO 法人子



ども LAMP のメンバー）の連携のもと継続的
に行っていく。毎回の学習支援は IC レコー
ダーに録音し、文字化資料とする。また、学
習支援に参加している子ども、地域ボランテ
ィア、教員へのインタビューを行う。得られ
たデータは、質的アプローチによる分析を行
う。なお、本研究では、データ収集や分析の
際にも、学校教員と地域ボランティアの協力
を得ることで、共に連携モデルの構築を目指
す。 
 
４．研究成果 
（１）－多様な参加者－ 
 本研究の学習支援プロジェクトには、毎年
3〜4 名の学校教員が参加した。全員当該校の
日本語教室担当であるが、専門教科は英語、
美術、音楽等様々であり、言語少数派の子ど
もへの学習に関わって 10 年以上の教員もい
れば、初めての教員もいる。また、年度ごと
に異動があるため、メンバーの入れ替わりも
多く、体制が変わることもある。 
 一方、地域ボランティアは、毎年延べ 15
名程度が当該校での学習支援に参加した。内
訳は、学部生、大学院生、修了生、地域住民、
大学教員等である。母語による学習支援を行
うため、子どもと母語を同一にする留学生も
参加した。また、各自の専門も日本語教育に
限らず多岐に亘る。年齢層は 10 代〜70 代 
と幅広く、各自の社会的経験も異なる。 
 以上のように多様な背景を持つ複数のメ
ンバーが学習支援に関わる上で、その理念を
丁寧に共有していくことが欠かせなかった。
言い換えると、子どもをめぐる情報共有にと
どまらず、学習支援上の課題を整理し、共有
し、解決のための方法を考え、意思決定をし、
次の実践に反映させ、実践をふり返る、とい
うプロセスを共有することが重要になった。
その際、本実践で有効だったのが、「定期的
なミーティング」と、「支援記録」である。
以下にまとめていく。 
 
（２）－連携を支えたもの：定期的なミーテ
ィング－ 
 「定期的なミーティング」は、主に「①地
域支援ボランティア内のミーティング」と、
「②地域ボランティアと学校教員とのミー
ティング」に分けられる。 
 ①は、支援者の教材研究の場として効力を
発揮した。本実践では子どもに学年相応の教
科学習を実践するため、国語教科書を用いた
が、中学校の教科書には長文のみならず、古
典や漢文といった読み物も多く登場する。歴
史的な要素が強い内容等は、留学生が単独で
理解し、学習支援を構成するのは難しさが伴
う。そこで、地域ボランティア内のミーティ
ングが、それぞれの教材理解を深め、ワーク
シートを作成する際のヒントを生み出す場
として機能していたことがわかった。また、
本実践で用いた「教科・母語・日本語相互育
成学習モデル」を実行する上で、母語支援と

日本語支援の有機的なつながりが重要であ
り、それは、このようなミーティングが有益
であることがわかった。それぞれ目指すもの
を共有し、学習支援を組み立てていく様子が
見られた。 
 また、「②地域ボランティアと学校教員と
のミーティング」においては、主に子ども達
の情報共有が話題に多く上った。特に学習に
困難を抱えている子どもについて、学校側か
らは、家庭の事情や学校での様子といった、
子ども達が置かれている環境、またテストを
含めた成績、他の学校教員からの評価、日頃
の子ども達の発話や行動などが、情報として
提供された。一方、地域ボランティアからは、
学習支援、特に母語による学習支援中の子ど
も達の発話や、母語力そのものに対する評価、
学習に対する力に関する評価等が提供され
た。このような互いの情報を頼りに、両者は、
子どもが学習でつまずく原因を、一つの特定
の事情からではなく、多角的な視点から捉え
ていくことが可能となった。また、両者はこ
のミーティングを通して、母語を用いた教科
学習支援の意義や有効性を確信し、学習支援
そのものを見直し改善していこうとしてい
ることが明らかになった。 
 
（３）－連携を支えたもの：支援記録－ 
 本実践では、毎回の支援後に支援記録をつ
けた。これは、メンバー間の学習支援の報告、
子どもに関する支援情報共有、支援者自身の
ふり返り等が目的で行われた。形式と分量は
自由で、分量は 1 回の支援につき A4 用紙 1
～3 枚ほどであった。教員および地域ボラン
ティア同士の情報共有を目的に含むことか
ら、言語は日本語で記述された。支援記録の
流れは、①学習支援を担当したボランティア
が自由記述式で支援記録を書き、②地域ボラ
ンティア間のメーリングリストにて共有・コ
メントしあい、③次回学習支援の際に印刷し
たものを学校のファイルに綴じ、④教員が読
む、というものであった。教員からは子ども
の様子や支援記録を読んでの感想やコメン
トが付され、それが地域ボランティアが学習
支援を進める上でのヒントとなっていった。
子ども達を学年別母語別にチーム分けした
ため、毎年複数のチームによる支援記録が書
かれた（平均年間 4 チーム）。学習支援は、
延べ 120 回程度行われたため、およそ 480 回
分の支援記録が共有されたことになる。 
 支援記録の内容を質的に分析した結果、
「申し送り事項」「子どもの背景」「支援者の
心情」「支援者の教育ビリーフス」「活動の実
際・工夫」「子どもの学びの様子」「子どもの
ことばの力」「支援者の関わり方」「相互育成
学習の成果の実感」「支援の改善」「難しさ」
に相当する記述があり、支援記録の内容が単
なる次回支援のための申し送り事項や事務
連絡にとどまらず、多岐に亘っていることが
わかった。中でも特徴としては、「活動の実
際・工夫」や「子どものことば学びの様子」



に関する記述が厚く、下位に含まれるカテゴ
リーも多いことが挙げられる。また、「子ど
ものことばの力」では、子どもの日本語の状
態のみならず、母語の状態や、母語と日本語
という二言語の状態にも注目しているとい
う特徴があった。 
 以上を共有することで教員と地域ボラン
ティアは学習支援の様子を随時詳細に知る
ことができた。本実践では、この支援記録が
連携を支える上で有効であったと言える。 
 
（４）－連携の広がり－ 
 両者は定期的なミーティングと毎回の支
援記録を通して連携し、情報共有を行うだけ
ではなく、課題整理、解決という一連のサイ
クルを共有した。 
 そして、このような連携は、教員個人、地
域ボランティア個人の認識を超え、まずは日
本語学級の教員集団へ、地域ボランティア団
体へ、と広がりを見せた。それぞれが本実践
に基づく経験を共有したものを、両者それぞ
れのミーティングで報告し展開させ、それを
また実践のためのミーティングに情報共有
として持ち寄るというプロセスが慣習化し
た。 
 さらに、本実践に参加した教員らが学校内
で本実践の成果や具体例を報告し続けた結
果、本実践は学校内の他教員にも認識され、
評価されるようになった。その関係性を表す
ものとして一つ例を挙げると、毎年当該地域
ボランティアが学校行事、特に日本語学校卒
級式に招待されるようになったことがある。
その卒級式には、NPO 法人子ども LAMP のメン
バーのほか、保護者や子どもの母学級の担任、
学校長等も参加した。そして、その場で、学
校長が子ども達に対して、母語の重要性を語
り、それが参加者間に共有される場面も見ら
れた。 
 以上、本研究は、佐藤（2010）で提案され
た「言語少数派の子どもの生態学的支援シス
テム」として、「①長期的展望のもと、②学
校という環境において、③学校教員と地域支
援者が有機的につながり、④教科学習をブリ
ッジに母語と日本語を同等に使うこと」を学
校教員と地域ボランティアが協働して実践
し、その過程を質的に分析したものである。
実践を言い換えると、①毎週 1 回 4 ケ年にわ
たり、②学校の中の日本語学級という場にお
いて、③学校教員（3〜4 名）と地域ボランテ
ィア（15 名程度）が有機的につながり、④学
年相応の国語の学習をブリッジに母語と日
本語を同等に使う、とうものであった。特に
③の学校教員と地域ボランティアの「有機的
なつながり」は、本研究では、学習支援をめ
ぐる定期的なミーティングと毎回の学習支
援後の支援記録によって支えられているこ
とがわかった。 
 しかし、この「ミーティング」や「支援記
録」はあくまでも連携を支えるツールでしか
ない。重要なのは、こうしたツールを用いて

獲得した情報をもとに、学校教員と地域ボラ
ンティアの双方が、共に言語少数派の子ども
が抱える課題に対峙し、その要因を模索し、
課題解決のための意思決定を行い、それを次
の実践に反映させ、またふり返る、という一
連のプロセスを共有したことであり、それが
母語を用いた教科学習支援をめぐって行わ
れたことにある。このような連携により、子
どもの学びに関する捉え方が多角的なもの
になったと言える。また、学習支援を一任す
るという一方向的な連携ではなく、それぞれ
の主体的参画を前提とした相補的な連携の
あり方が可能となったと言える。以上が、本
研究で提示された連携のモデルである。 
 
（５）今後の課題 
 2015 年より「特別の教育課程」が施行さ
れ、言語少数派の子どもに対する教育をめぐ
る状況は大きく動いている。「特別の教育課
程」では、学校教員がイニシアチブをとるこ
とが明記されている。しかし、現実問題、学
校教員のみでは多様化する言語少数派の子
どもの教育を担うのは難しい。そこで、地域
との連携が重要となってくる。まずは、本実
践において構築された連携のあり方が、他の
異なる環境で実現可能か、有効かを検証する
必要がある。また、それぞれの特性にあわせ
た連携の仕方を模索し、事例を積み重ねるこ
とで、特別の教育課程を担当する教員に対し、
多くの示唆が与えられると考える。 
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